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はじめに 1. 



 日本の人口は、出生率の低下によって2008年（平成20年）の1億2808万人をピークとして
減少傾向にある一方、65歳以上の高齢者人口は、今後、少なくとも25年以上は増加すること
が見込まれています。こうしたこともあって、我が国の高齢化率（＝65歳以上の高齢者が全
人口に占める割合）は、現在、約26％のところ、2025年には30％に達し、2050年には40％
に迫ることが予測されており、高齢者や障がい者の社会活動を前提とした社会システムの構
築が求められているところです。 

 また、2016年4月には「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解
消法）」が施行され、あらゆる場面において障がいを理由とする「差別的取扱い」が禁止さ
れ、障がい者への「合理的配慮」が求められることとなります。観光地においても、同法の
施行に向け、障がい者に対する意識変革と具体的な対応を行っていく必要があります。 

 さらに、2020年オリンピック・パラリンピック東京大会の開催に向け、ハード面だけでな
く、ソフト面におけるバリアフリーへの取組が一層重要となってきます。 

1-1 

ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり 

背  景 

 このような状況の中、誰もが旅行を楽しむことが出来るユニバーサルツーリズムの実現の
ためには、高齢者や障がい者のみならず、妊産婦や乳幼児連れ、言葉や習慣の違いによる不
自由さを抱える外国人等、旅行をする上でなんらかの支障があるあらゆる人たちを想定した
取組が必要になってきます。観光地においても、このような人たち一人一人の旅行の目的に
合ったきめ細やかなサービスの提供が求められます。 

 そのためには、地域が一体となって旅行しやすい環境を整備していく必要があります。し
かし、これまで、自治体や観光事業者等の関係者のユニバーサルツーリズムに対する意識は
高くはなく、高齢者や障がい者を観光客として積極的に受け入れている地域は少ない状況で
す。 

 高齢者や障がい者に配慮された地域は、住民にとっても住みやすい地域となるはずです。
ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくりを進めることは、地域が活性化し、観光産
業が発展し、高齢者・障がい者等が元気になるといった、所謂「三方よし」が実現できるこ
ととなります。 

 観光庁では、平成25年度に「地域の受入体制強化マニュアル」を作成し、平成26年度には
当マニュアルに基づきながら、5地域で実証的な取組を行いました。この事例集では、5地域
で行った取組や課題等をまとめ、さらに、先進的に取り組んでいる地域の事例を紹介してい
ます。 

 今後、地域において、ユニバーサルツーリズムの取組を進めていく上で、ぜひご活用くだ
さい。 

 

 

ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくりの必要性 
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＊出典：総務省統計局「人口推計」2014年10月 
     国立社会保障人口問題研究所「日本の将来推計人口」2012年1月 
 

背景 



1-2 

 ＜ 相談窓口のイメージと期待される機能 ＞ 

出典：観光庁資料より 
  

地域における一元的な相談窓口の設置 
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 高齢者や障がい者をはじめ、旅行をする上で何らかの不安や支障がある人たちは多くいます。こ
のような人たちが観光地を訪れる際に、最初に求めるものは情報です。この情報は、施設や地域内
のバリアフリーに関する情報だけではありません。むしろ、バリアに関する情報が重要となります。 
観光地には無数のバリアがありますが、中には神社仏閣の玉砂利のように意味のあるバリアも多

く存在します。大切なのは、バリアフリーな施設や情報を求めるばかりではなく、旅行者本人が何
を楽しみたいのかであり、そのためにさまざまな方法でバリアを乗り越える工夫をすることです。
また、同じバリアでもその人の心身の状態によってバリアの程度の感じ方が違います。さらに介助
者の年齢や性別によっても、越えられるバリアには差があります。そのため、地域においては、旅
行者一人一人の要望や状態に合わせた対応をしていくことが求められます。 

 
そのための取組のひとつが地域における一元的な相談窓口であるバリアフリーツアーセンター等

の設置であり、日本では三重県伊勢志摩地域に初めて「伊勢志摩バリアフリーツアーセンター」が
設置されました。 
バリアフリーツアーセンター等の相談窓口は、主に次のような活動をしています。 

◇地域のバリアを障がい者等の当事者目線で詳細に調査 

◇収集した情報をホームページ等で発信 

◇旅行者からの問い合わせや相談を受け付け、観光施設や宿泊施設等へ繋ぐコーディネイト 

◇地域の観光事業者等へのバリアフリーに関する助言 

                                      等 

 
 地域のバリアに関する情報を調べ、発信し、それを基にした一元的な相談窓口が存在することで、
高齢者や障がい者等の旅行者も安心して旅行を楽しめるようになります。伊勢志摩地域での取組が
きっかけとなり、各地にバリアフリーツアーセンター等の相談窓口が設置されてきましたが、全国
的に見ればまだまだ少ない状況です。こうした取組が全国各地に広がり、ユニバーサルツーリズム
に対応した観光地づくりが進むことが期待されます。 



(1)関係者の意識づけ 
 
(2)組織形態等の検討 

(1)地域内の必要な情報収集および調査 
 
(2)地域内で連携が必要なサービス提供者等との協働体制の構築、連携手法 
 
(3)情報発信 
 
(4)旅行者(当事者)、旅行会社等からの相談対応 
 
(5)運営に必要な安全管理手法 

(1)地域内における関係者との連携拡大 
 
(2)受入体制の向上と強化策 
 
(3)発地側(旅行会社等)との連携 
  
(4)運営費の確保 

(1)活動領域の拡大 
 
(2)組織の強化策 
 
(3)他地域とのネットワーク構築 

 平成26年3月に、ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくりの推進を目的に、 

「地域の受入体制強化マニュアル」（http://www.mlit.go.jp/common/001032655.pdf ）
をとりまとめました。以下に、その概要を示します。このような手順にそって、一元的な
相談窓口づくりを進める地域は少しずつ増えており、次ページからは、それら具体的な地
域の取組事例になります。                                               

STEP1 
取組の 
検討 

STEP2 
組織の 
立ち上げ 

STEP3 
取組の 
開始 

STEP4 
取組の 
継続 

STEP5 
取組の 
発展 

一元的な相談窓口づくりを進めるポイントと手順 

概  要 

1-3 

4 
 

(1)組織の立ち上げ 
 
(2)地域（観光地）の受入拠点に求められる人材、体制 



本年度事業で取り組んだ 

地域の事例 2. 



秋田県の観光業は、急激な少子高齢化、経済の低迷、東日本大震災による風評被害などの影

響により、厳しい状況下に置かれていました。こうした状況を打破しようと模索するなかで、

平成25年6月27日、北海道で開催された日本バリアフリー観光シンポジウムに、秋田県旅館ホ

テル生活衛生同業組合と秋田県観光連盟が参加し、そこでの講演内容から多くの気づきを得

ました。 

県内には男鹿市や仙北市など、すでに個別の取組を進めている地域もありましたが、これを

機に、県全体がユニバーサルツーリズムの取組に舵を切ることで、秋田県旅館ホテル生活衛

生同業組合、秋田県観光連盟、秋田県の三者の連携により、全県で「みんなにやさしい観光

秋田」の実現を目指す動きにつながったのです。 

秋田県 

2-1-1 

取組のきっかけや経緯 

旅館組合主導で取組がスタート  

これまでの取組内容とポイント 

STEP1： 取組の検討 

 
＜取組団体プロフィール＞ 
・団体名：秋田県旅館ホテル生活衛生同業者組合 
・組合員数：218軒（10支部） 
・活動地域：秋田県全域 
・事業目標：「みんなにやさしい観光地づくり」の推進を掲げ、県、事業者等と一体となって、バリ 
     アフリーに係る意識啓発、人材育成、現状調査、情報発信、施設改修等を進めるととも 
     に、ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくりを積極的に推進していく。 

 

秋田県旅館ホ
テル生活衛生
同業者組合 

～観光事業者・行政主導の事業推進～ 

【検討委員会の実施】 

・ユニバーサルツーリズムやバリアフリー観光地づく
りに取り組む意義や必要性についてコアメンバー
（宿泊施設、観光施設、福祉関係者、自治体の観光
部局等）による会議を実施した。 

・主要な関係者間でユニバーサルツーリズムの概念や
本事業の目的について共通認識を持つことができた。 

 

  

（１） 関係者の意識づけ 

 秋田県では、平成28年度にバリアフリーツアーセンター開設を予定しています。現在、

「STEP１」の段階にあり、「関係者の意識づけ」から取組を進めています。具体的には、

取組のきっかけとなった日本バリアフリー観光推進機構の中村理事長の講演会を開催し、バ

リアフリー観光について幅広い関係者への啓発を行いました。また、検討委員会等の本事業

に関する会合のみならず、観光事業者等の会議等に出向き、積極的にユニバーサ 

ルツーリズムに関する情報発信を行い幅広い関係者への理解と巻き込みを図りました。 
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平成26年度観光庁「ユニバーサルツーリズム促進事業」における選定地域 



【日本バリアフリー観光推進機構理事長の講演会の実施】 

【「観光道場」における概要の説明】 
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・ユニバーサルツーリズムの幅広い普及促進を
目的に、秋田県観光連盟が主催している「観
光秋田未来塾」で日本バリアフリー観光推進
機構中村理事長の講演会を開催し、市町村関
係者、観光連盟会員ら77名が参加した。 

・参加者は、福祉だけではなく観光の視点から
もバリアフリーを理解し、有意義な意識づけ
がなされた。 

・テレビ局の取材を受け、講演の様子が全県に
報道され、広く県民の間にもユニバーサル
ツーリズムの考え方が伝えられた。 

  

【準備委員会の開催】 

 

 「組織形態等の検討」については、取組当初から組織化に向けた青写真を描いていたこと

から、準備委員会を重ねながら次年度以降の具体的な進め方についての検討が行われました。 

（2） 組織形態等の検討 

秋田県 

・秋田県観光連盟主催で、秋田県内で観光産業に関わりのある若手経営者の連携と情
報交換会を図る目的で「観光道場」が開催されている。 

・「観光道場」の意見交換の場では、ユニバーサルツーリズムの概要説明と今後の取
組への参加が促された。 

・「観光道場」には、市町村の観光協会や関連事業者、駅前商店街の店主など様々な
立場の人々が幅広く参加し、ユニバーサルツーリズムについての理解が深まった。 

・秋田県、秋田県観光連盟等の担当者、宿泊施設
経営者などが参加する準備委員会を2回開催した。 

・先進地域のアドバイザーから、組織立ち上げの
際の注意事項など具体的なアドバイスや情報を
得ることができた。 

・今後は、やる気のある旅館や関係業者が先行し
て取り組めるよう進めることが必要となる。 



【仲間づくり・人材集めに向けた啓発用チラシの作成】 

 

 

【既存組織の活用による組織の立ち上げ準備／秋田県観光連盟】 
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 開設準備のための研修の実施、さらには先進地視察等を行い、コアメンバーに対する意識
づけの強化と人材育成を行いました。 

（２） 地域の受入拠点に求められる人材・体制 

【コアメンバーによる専門員研修の実施】 

・現場視察により、参加者から「パーソナルバリアフリー 

 基準※に関してより理解を深めることができた」、「バ    

 リアフリー化は難しいことではなくちょっとした工夫で 

 できる」、「利用者の目線を学ぶことができた」などの 

 声が聞かれ、コアメンバーの理解の深まりが得られた。 
（ ※パーソナルバリアフリー基準については、39ページ参照） 

 秋田県では、平成28年度バリアフリーツアーセンターの正式開設に向けて準備を進めています。 

 平成27年4月、秋田県観光連盟内に「秋田バリアフリーツアーセンター準備室（仮称）」を設立、
平成28年度中に「秋田バリアフリーツアーセンター（仮称）」を開設予定です。 

（１） 組織の立ち上げ 

STEP2： 組織の立ち上げ 

秋田県 

・秋田県では、数年来、官民一体となって観光推進に取り組んできたが、本事業をス
テップとして、「事業者」「団体」「行政」が三位一体となった秋田版ユニバーサル
ツーリズムである「みんなにやさしい観光秋田」の実現に向けての取組を推進している。 

・平成27年4月より、秋田県観光連盟内に「秋田バリアフリーツアーセンター準備室 

（仮称）」を設立する予定である。 

・平成28年度、秋田県観光連盟内に専任職員1名を配置し、「秋田バリアフリーツアーセ
ンター（仮称）」を設立する予定である。          

・日本バリアフリー観光推進機構の中村理事長から、新たな仲
間づくりの呼びかけのために有効なツールとなる啓発チラシ
についてアドバイスを受けた。 

・検討会や準備委員会の提案に基づき、次年度以降も使えるユ
ニバーサルツーリズム啓発用のチラシを作成し、活用してい
く予定である。 

・先進地域の受入拠点で中心的に取り組んでいる人物をアドバイザーとして招請し、バ
リアフリー観光地づくりに取り組む意義やポイント等、実例を交えながら学ぶととも
に、「バリア&バリアフリー調査」の方法やポイントに関する専門員研修を実施した。 



【先進地視察】 
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 次年度以降も、組織の設立や運営については計画が策定されていますが、そのなかで、観

光側からの参画が積極的であるのに比べて、福祉側との連携がまだ十分に図られていない

点は、大きな課題として残りました。                                               

 秋田県は組織の立ち上げが先行しており、秋田県旅館ホテル生活衛生同業組合や観光事業

者等の意識づけや巻き込みをどのように図るかが当初の課題でしたが、11月からの短期間

に、セミナー、研修会、視察を行い、コアメンバーの意識が急速に高まりました。 

 コアメンバーが取組への想いを語ることにより、準備委員会の参加メンバーや参加自治体

も広がり、次年度以降の展開にはずみがついています。 

現在の状況や課題 

取組の成果や手応え・今後に向けて 

まとめ 

◇関係機関との連携やネットワークづくり 

・秋田県旅館ホテル生活衛生同業組合、秋田県観光連盟、秋田県による、三者の連携体制の
下で取組が進められており、観光事業者等ならびに行政との連携は強く、ネットワークも
全県を網羅しています。 

・今後は、福祉系団体等との接点を作ることを含めて、連携の幅を広げていくことが期待さ
れます。 

 

◇組織としての情報発信力 
・観光系団体の強みである情報発信力を活かし、観光客向けのパンフレットやWebサイトを
活用したPR活動を積極的に展開しています。 

 

◇事業継続に向けて 
・平成27年4月に「秋田バリアフリーツアーセンター準備室（仮称）」を設立予定で、平成

28年度からのスタートに向けて体制の整備が進んでいます。 

 

秋田県 

・先進地のバリアフリーツアーセンターや宿泊施設の実
情を知るために、現地視察を行った。 

・参加者からは「車いすの方と実際に観光地を回り、バ
リアを実体験できた」「車いすの方も一緒に座れるベ
ンチなど“皆が一緒に楽しく旅や生活できるまち”を
実感できた」などの感想が寄せられた。 

・様々な対応策を学び、先進地におけるキーマンの人た
ちと語ることで、彼らの「バリアフリー観光」への想
いを強く感じ、秋田版ユニバーサルツーリズムの実現
を目指す上で、コアメンバーの動機づけを高める良い
機会となった。  



広島県 

2-1-2 

 
＜取組団体プロフィール＞ 
・団体名：広島バリアフリーツアーセンター 

・構成企業数：株式会社第一ビルサービスグループ11社、一般社団法人広島まちづくり推進協議
会15社 

・活動地域：広島県全域 

・事業目標：県外からの観光客誘致、および県内の高齢者及び障がい者の積極的な活用を目的と  

したバリアフリー観光を提案する。旅行会社との連携を継続し、定期的なセミナー開催や先
進地視察など、積極的に進めていく。 

 

～民間企業主導の地域一体となった事業推進～ 

広島県には、原爆ドームと宮島という2つの世界遺産があります。地域の観光振興やまちづく

りのためには、高齢者や障がい者を含めたユニバーサルツーリズムに対応できる受入体制を整

備することが必要不可欠であるため、「広島バリアフリーツアーセンター」の開設を検討しま

した。その動きを主導したのが、地域の不動産総合サービス企業である株式会社第一ビルサー

ビスと一般社団法人広島まちづくり推進協議会です。 

従来型の地域活性化やまちづくりに限界を感じ、これからの社会に必要とされているものを

模索するなかで、ユニバーサルツーリズムやバリアフリー観光に可能性を見出しました。 

取組のきっかけや経緯 

民間企業初の相談センター開設 

これまでの取組内容とポイント 

STEP1： 取組の検討 

（広島市・廿日市市） 

【セミナーの実施】  

（1） 関係者の意識づけ 

・広島市と廿日市市の2か所で、地域の関係者（観光事業者、
「広島バリアフリーツアーセンター」窓口担当者、宿泊施設、
行政担当者等）を集めたセミナーを開催した。 

・開催にあたっては、広島県、広島市、廿日市市、一般社団法人
広島県観光連盟、公益財団法人広島観光コンベンションビュー
ローの後援を受けることができた。 

・後援依頼等の活動を通じて、行政担当者等にもユニバーサル
ツーリズムへの関心や認識を高めてもらうことができた。 

・企業活動の中で事業を実施していくにあたり、社員やグループ
企業等に取組に対する理解を得ることができた。 

・今後「バリア&バリアフリー調査」を実施していくにあたり、
ホテルや旅館などの経営者、スタッフの参加を得て、協力的な
調査先を確保することができた。                            
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・ 

  広島県では、平成27年度センター開設に向けて「STEP2」の段階でした。しかしながら、
関係者の意識づけや連携が不十分なため、日本バリアフリー観光推進機構の中村理事長の講演
会を開催し、「STEP 1」に立ち戻り、関係者への意識づけからやり直しました。 

平成26年度観光庁「ユニバーサルツーリズム促進事業」における選定地域 



（2） 組織形態等の検討 

 
  

 平成27年4月の「広島バリアフリーツアーセンター」の開設に向けた体制作りを進め、情報
提供のための調査手法やセンター運営に必要な研修を行い、次年度からのセンター活動に対
応できるよう準備を進めています。 

STEP2： 組織の立ち上げ 

（１）組織の立ち上げ 

【スタッフ研修の実施】 

（2） 地域の受入拠点に求められる人材・体制 

・立ち上げに向け
た体制の概要は、
右図のとおりで
ある。 

【先進地視察】 

広島県 

・先進地域の受入拠点で中心的に取り組む人物をアドバイザーとして招請した。 

・アドバイザーの長年の経験談から、バリアフリーツアーセンターにおける相談窓口と
しての機能や心得を学ぶ機会となった。 

・参加者は、「バリアフリーツアーセンター利用者が障がい者である前に一人の旅行者
として何を望んでいるのかを把握する」という基本姿勢を学んだ。  

・具体的な相談内容や対応方法を知ることで、これからの窓口業務のイメージを職員自
らが描けるようになった。 

・「伊勢志摩バリアフリーツアーセンター」にてセンター業務の研
修を受講後、鳥羽マリンターミナル・イルカ島桟橋・伊勢神宮
（内宮）等を視察、車いすのJINRIKI＊の研修を実施した。 

・車椅子利用の実体験をすることで、高齢者や障がい者の視点が重
要であることを実感するなど、参加者はバリアフリーツアーセン
ター開設に向けての心構えを得ることができた。 

 ＊JINRIKI：前輪を持ち上げて引く「けん引式車いす補助装置」 
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＊広島バリアフリーツアーセンターの窓口は第一ビルサービスが運営しているショッピングモール「広島マリーナホップ」に開設している 

 広島県では、すでに民間企業の株式会社第一ビルサービスと一般社団法人広島まちづ
くり推進協議会が中心となって取組を進めています。 
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【観光施設等の「バリア&バリアフリー調査」】                                 

「STEP2」での研修の成果を生かしながら、観光施設等の「バリア&バリアフリー調査」を
実施しました。調査を通じて、地域内における協力関係構築の手がかりを得られました。ま
た、ホームページや情報誌を活用してバリアフリーツアーセンター開設の告知や情報発信を
行いました。 

STEP3： 取組の開始 

（１）地域内の必要な情報収集および調査 

（２）地域内で連携が必要なサービス提供者等との協働体制の構築、連携手法 

・広島を訪れた観光客が、宮島、原爆ドーム等をめぐる
ルートを想定して、ルート上にある観光施設、公共交通
機関等の様々な施設の調査を行った。 

・セミナーを聴講した意識の高い施設の担当者は、現地調
査にも自ら立会い、車いすの調査員にも積極的に話しか
け、情報を収集していた。 

・車いす利用の調査員でなければわからない、施設の使い
勝手の良し悪しが理解できた。 

・車いす利用者にとっては「トイレ情報」が最も重要な情
報で、「使えるトイレ」情報の収集・集約が最優先に取
り組まれるべきものと理解した。 

・調査を通じて、地域内における協力関係構築の手がかり
を得られたのは大きな成果であった。 

【バリアフリー情報の発信】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）情報発信 

広島県 

・「広島バリアフリーツアーセンター」のホーム
ページを開設し、今後「バリア&バリアフリー調
査」結果のデータ等を掲載する予定である。 

 

・作成したホームページに、行政機関や観光関連
事業者のサイトとのリンクを設定するなどの工夫
が必要だと考えている。 

 

・単なるバリアフリー情報の発信のみにとどまら
ず、広島の観光情報発信サイトとして、見て楽し
めるコンテンツを整備していくことが今後の課題
となっている。 
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【無料情報誌（るるぶＦＲＥＥ）でのセンター情報の発信】 
 

 組織の中に障がい者がスタッフとして常駐していないため、利用者目線の対応が課題と

なっています。 

 行政機関からは、セミナー等の単発のイベントでの協力を得られましたが、継続的な連携

体制の構築には至っていません。 

 単なる事業継続ではなく、パーソナルバリアフリー基準に関する周知活動や、調査範囲の

拡大などの業務展開をしていくためには、人件費以外にも多くの費用が必要になります。 

 企業として安定した経営をしていくことが求められ、早期に行政や観光関連事業者等を巻

き込んだ事業スキームの構築が必要です。 

現在の状況や課題 

・平成27年3月20日号の「るるぶFREE広島・宮島・岩国・呉版
（春号）」へ、「広島バリアフリーツアーセンター」の広告を掲
載した。 

 

・広島の観光拠点、ホテル等へ無料配布されており、観光客の目
に触れる機会が多く、PRする上で効果的である。 

 「広島バリアフリーツアーセンター」の開設にあたり、行政機関や観光関連事業者等との

連携ネットワークを構築することができました。 

 行政に独自の提案等を行うことで事業運営の充実を図り、さらに、「バリア&バリアフリー

調査」で得たノウハウを生かして、バリアフリー工事の提案や、コンサルティング活動等

を展開し、活動資金を創出することも検討していきます。 

 広島県全域を担当するバリアフリーツアーセンターとして活動していくためには、県内に

すでに設置されている「呉バリアフリーツアーセンター」及び先進地の各センターとの連

携をはじめ、旅行者からの問い合わせに十分に対応できる体制構築が急務です。 

取組の成果や手応え・今後に向けて 

まとめ 

◇関係機関との連携やネットワークづくり 
・これまでほとんど接点のなかった広島県、広島市、廿日市市等の行政機関や、県内の観
光関連事業者等との連携ネットワークが、本事業を通じて構築され、今後はさらに協議会
の設置など、現在の連携機運を具体的な形にすることが期待されています。 

 
◇組織としての情報発信力 
・観光客が手にする情報誌への広告など、これまでの団体にはなかった手法を使いながら
積極的かつスピーディな情報発信を行なっており、企業活動で培った手法を生かしたPR

活動が展開されています。 

 
◇事業継続に向けて 
・民間企業である以上、収益性を意識した継続性のあるスキームを構築することが求めら
れており、他の地域での取組においてもモデルケースとなることが期待されます。 

広島県 



大分県 

2-1-3 

取組のきっかけや経緯 

これまでの取組内容とポイント 

STEP1： 取組の検討 

＜取組団体プロフィール＞ 
・団体名：NPO法人 自立支援センターおおいた 
・総職員数：34名（うち障がい者スタッフ7名） 
・活動地域：大分県別府市、大分市 
・事業目標：観光困難者への相談業務、観光コーディネイト等の充実を図り、継続した活動を行う  
   ことにより、大分県全域の情報収集・情報発信や新たな受入拠点の拡充を目指す。 

～福祉系事業者による事業推進～ 

（別府市・大分市） 

障がい者の悩みに応える形で相談センター開設へ 

「NPO法人自立支援センターおおいた」は介護福祉事業を行っている団体で、障がい者の自

立支援事業、介護支援事業、福祉相談支援事業、ユニバーサルコンサルティング（施設・まち

づくり事業等での改修時のアドバイス）等を、設立から十数年にわたり行っています。  

相談業務を行うなかで､｢旅行に行きたくても､旅先でのバリアに関する情報の少なさ等から諦

めてしまう」障がい者に出会いました。そこで、別府市や大分市を中心に高齢者や障がい者の

受入体制を強化し、ユニバーサルツーリズム（バリアフリー観光）の促進による集客力アップ

とノーマライゼーション社会の構築を目標に、取組を開始しました。 

【バリアフリー観光セミナーの実施】 

（1） 関係者の意識づけ 
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・バリアフリー観光地づくりに取り組むため、別府市と大
分市の2か所で地域関係者を集めたセミナーを開催した。 

・大分県、別府市、一般社団法人 別府市観光協会、別府
市旅館ホテル組合連合会、NPO法人別府八湯温泉道名人
会、NPO法人ばりあな の後援を受けることができた。 

・別府市や大分市にとどまらず、他県や他市からの参加も
あり、今後連携する地域の幅が広がった。 

・これまで連携が活発ではなかった大分県や大分市の観光
関係者等との関わりが生まれた。 

・テレビ局の取材と放映があり、一般市民への啓発の一環
となった。 

「STEP2」を終えた段階で、「関係者の意識づけ」や「連携不足」が認識されたことか
ら、「STEP1」に立ち戻った取組から始めました。具体的には、日本バリアフリー観光推
進機構の中村理事長の講演会を開催し、特に観光関係者への啓発を行いました。 

平成26年度観光庁「ユニバーサルツーリズム促進事業」における選定地域 



「NPO法人自立支援センターおおいた」では、数年前から、別府市内を中心に宿泊、観
光、温泉施設や飲食店などの情報を障がい者等に提供しており、こうした活動の延長線上
で相談窓口の検討が進められました。 

（2） 組織形態等の検討 

【調査員研修の実施】 
  

【既存組織等の活用】 

・平成26年4月25日、別府市中心部のソルパセオ銀座商店街に「別府・大分バリアフリー観光
センター」を開設し、各種観光情報の提供を行っている。 

・福祉サービスの利用方法などを説明する「福祉無料相談センター」が併設されており、多
機能トイレの利用も可能となっている。 

  

 「NPO法人自立支援センターおおいた」は、平成26年に相談窓口を開設し、現在不足し
ている情報提供のために必要な調査手法やセンター運営に関する研修を行い、バリアフ
リーツアーセンターの活動が円滑化するよう対応を図りました。 

STEP2： 組織の立ち上げ 

（１）組織の立ち上げ 

（2） 地域の受入拠点に求められる人材・体制 

・研修は2日間にわたり実施し、1日目に「バリア
＆バリアフリー調査」の研修と実技（宿泊施設
の調査法）、2日目には異なる実技（観光施設の
調査法）を行い、調査技術の向上を図った。 

・調査を実施するにあたっての注意点や心構え、
ポイントなど、先進地で積み重ねてきたノウハ
ウの理解が十分にでき、手法に関してこれまで
自分たちが独学で行ってきたことへの新たな気
づきなど、参加者全員が共有できた。 

・実技研修を行うことで、座学で学んだ要点を十
分に体得することができ、「様々な視点での基
準」を取り入れるというパーソナルバリアフ
リー基準が掲げることの重要性を体得できた。 
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大分県 



【先進地視察・相談窓口研修の実施】 
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【観光施設等の「バリア&バリアフリー調査」】 
 

 「STEP1」、「STEP2」での研修等の成果を生かしながら、観光施設の「バリア&バリア
フリー調査」を実施し、調査の結果、観光事業者等との接点を増やすことができました。ま
た、ホームページによる情報発信に先立ち、SNSを活用したタイムリーな情報発信も行って
います。 

STEP3： 取組の開始 

（１）地域内の必要な情報収集および調査 

（２）地域内で連携が必要なサービス提供者等との協働体制の構築、連携手法 

【ホームページ作成とバリアフリー情報の発信】 
 

 

 
 
 
 

 
【ＳＮＳ（Facebook）によるタイムリーな情報発信】 
 

  

（3）情報発信 

大分県 

・先進事例である「伊勢志摩バリアフリーツアーセンター」で、
センター業務の研修を受講した。 

・パーソナルバリアフリー基準の基礎知識を学び、バリアフ
リー施設を視察、ポータルサイトや旅のカルテシステムの運
用についての知識を得た。 

・先進地の視察により、顧客対応のノウハウや相談者からの
ニーズを引き出す手法を学ぶことで、今後の活動における自
信が生まれた。 

・パーソナルバリアフリー基準をもとに、別府市を中心に大分市を
含む、宿泊施設、観光施設、交通機関、トイレ施設、飲食施設、
温泉施設等の調査を行った。 

 
・実際に現地に赴き、時間をかけて細部まで調査を行い、新たな情
報を得ることができた。今後これを元に利用者の更なる利便性向
上を図ることが可能となった。 

 
・調査活動を行うことにより、施設関係者のユニバーサルツーリズ
ムへの理解および「別府・大分バリアフリー観光センター」の活
動への理解を高められた。 

・パーソナルバリアフリー基準に沿った調査により得た情
報を広く発信することを目的に、「別府・大分バリアフ
リー観光センター」のホームページを開設した。 

・ホームページも、文字の大きさなど、ユニバーサルデザ
インを意識して作成した。 

・各施設の詳細な情報が、ホームページに掲載されるまで
にはしばらく時間がかかるため、調査を行った様子を
Facebookにアップしてタイムリーな情報発信を行う工夫
をしている。 



 セミナーを開催したことにより、多くの関係者にユニバーサルツーリズムの必要性に

ついて理解を得ることができました。 

 大分県初のバリアフリー観光センターであることから、県内全域の観光情報を集約し

発信するとともに、県内外に向けて「別府・大分バリアフリー観光センター」に対す

る認知度の向上に力を入れます。     
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取組の成果や手応え・今後に向けて 

まとめ 

◇関係機関との連携やネットワークづくり 
・本事業を通じて、障がい者を主体に運営する福祉系事業者にとってこれまで接点の少な
かった観光関係者との連携の足がかりが得られています。 

・「バリア&バリアフリー調査」を通じて、観光関係者のユニバーサルツーリズムに対す
る理解や関心を高めることが可能となり、調査によって得られたノウハウや知見を提供
することが、観光関係者との「連携」を促すことにもつながっています。 

 

◇組織としての情報発信力 

・組織としての情報発信力は高く、ホームページだけでなくFacebook 等のSNSを活用し
たタイムリーな情報発信を行っています。 

 

◇事業継続に向けて 
・先進地の取組から「継続性」についてのヒントも得られ、具体的な将来像をイメージす
ることが可能となり、関係者のモチベーション向上につながっています。  

 行政のなかでも、これまで関わりのある福祉部門の職員だけではなく、観光部門の職員

や観光事業者等との新たな連携が生まれたが、さらに一歩進めていく必要があります。 

 人材育成については、研修によって調査員のレベルアップや新人の育成が図られました

が、今後も研修等を行い、さらなるノウハウの蓄積が求められます。 

 今後、センターの自立経営が重要であり、これまでにも有料で行っている施設等のバリ

アフリー改修におけるコンサルティングや講習会などを中心に、収益事業の充実を図る

必要があり、さらには行政等との連携事業の創出、旅行業等への参入も視野に入れてい

ます。 

現在の状況や課題 

大分県 



石川県 

2-2-1 

取組のきっかけや経緯 

これまでの取組内容とポイント 

 
＜取組団体プロフィール＞ 
・団体名：NPO法人 石川バリアフリーツアーセンター 
・総職員数：4名（うち障がい者スタッフ1名） 
・活動地域：石川県全域 
・事業目標：高齢者や障がい者が安心して旅行を楽しむことが出来るための情報収集と発信、受 
   入体制強化を図り、「ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり」を継続的に取り組む。 

 

北陸新幹線開業を機に観光立県石川の飛躍を後押し 

 障がい者の自立支援をサポートしていた「石川バリアフリーツアーセンター」の現理事長が、

全国各地でユニバーサルツーリズムに取り組む関係者とのネットワークを構築しました。観光

立県石川におけるユニバーサルツーリズムの取組は他の地域に比べて遅れていましたが、全国

の高齢者や障がい者等のバリアを抱えた人たちが安心して旅行できるようサポートするための

観光窓口として、平成25年5月にNPO法人として「石川バリアフリーツアーセンター」を設立

しました。駅や空港を起点にした活動の促進を目指しています。 

 バリアフリーツアーセンターの設立にあたり、石川県内の各地をまわりましたが、民間業
者からは収益が出る事業だと思われずに、話を聞いてもらうことが非常に困難でした。 

 ユニバーサルツーリズムは観光と福祉の両分野にまたがっていますが、現場では縦割り行
政の弊害もみられました。 

 過去の取組は金沢が中心でしたが、平成25年度の観光庁事業を通じて、能登地域での取組

が実現しました。さらに、金沢、能登地域に加え、加賀、野々市、白山等の地域に活動を

広げ、石川県全体の取組の推進を目指しています。 

 活動を全県に広げて行くなかで、それぞれの地域への啓発活動や調査のための費用が不足

しています。 

      

組織立ち上げ時の苦労話 

過去のSTEPでの課題や展望 

【平成25年度】 STEP1～4： 取組の検討と組織の立ち上げ、取組の開始～一部継続・発展へ 

 取組の開始 
・観光施設等の 
「バリア&バリアフ
リー調査」の実施 

 

STEP1 

取組の継続 
・モニターツアーの 

実施 
 

 取組の検討 
・セミナーの開催 

 

STEP2 STEP3 STEP4 

組織の立ち上げ 
・実地研修の実施 
・協議会の立ち上げ 

 

～異業種交流を機にNPO設立による事業推進～ 
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取組の発展 
・活動領域の拡大 
 

STEP5 

 平成25年度、26年度の2年間で、次のようなステップを踏んで取組を進めてきました。 

 ※平成25年度はSTEP1～4 平成26年度はSTEP4~5 

平成25年度観光庁「ユニバーサルツーリズムの普及・促進に関する調査」及び 
平成26年度観光庁「ユニバーサルツーリズム促進事業」における選定地域 



【協議会の開催】 

 

 

【モニターツアーの実施】 

小松市、輪島市、珠洲市、中能登町など、これまで取組ができていなかった各地域において
も協議会等がきっかけとなり、地域内における関係者との連携が進み、個別事業などの取組の
輪が広がっています。具体的には、各地域において「STEP1」から「STEP3」までの取組を
段階的に進めた結果、活動領域が広がり、バリアフリー観光に対応できる地域の拡大が実現し
ました。 

 平成26年度は「STEP4」*、「STEP5」の段階に入りました。平成25年度に連携が進んだ
能登地域を中心に、金沢から奥能登をめぐるモニターツアーを実施し、その情報収集や準備等
を通じて、具体的な課題の発掘や新たな関係者との連携拡大が一気に進みました。マスコミの
注目も集まり、一般市民への情報発信も行われています。 

 ＊「STEP4」でのモニターツアーは平成25年度にも実施しました。 
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【平成26年度】 STEP4： 取組の継続 

【平成26年度】 STEP5： 取組の発展 

（１）活動領域の拡大（新たな地域におけるSTEP1〜3の取組） 

・今後の事業継続に向け、中能登町では、町長自らが「バリア

フリー観光推進によるまちづくり元年」と称し、高齢者や障

がい者に優しいバリアフリーのまちづくりに取り組むことが

公表された。 

・石川県における地域連携によるバリアフリー観光の促進について、県内関係自治体の
福祉・観光部門の職員や観光協会等の参加により、2回にわたって議論がなされた。 

・地域一体となっての取組を推進するため、障がい者が外出しやすい環境の整備や、北
陸新幹線金沢駅周辺等での高齢者や障がい者に対応できる観光案内所の開設などにつ
いて話し合われた。その結果、バリアフリーツアーセンターが中心となって行政と民
間事業者とが広域的に連携を進めていくことの必要性が共有された。 

石川県 

・受入体制の向上と強化を目的に、北海道、沖縄、石川の各バリアフリーツアーセンター
関係者等を対象に、モニターツアー「秋の奥能登3泊4日の旅」を実施した。 

・能登空港で行われた空港施設外への車いす貸出の実証実験では、モニターツアーの参加
者から、高齢者や障がい者にとって有効な仕組であると評価された。 

・航空機の乗継ぎ等、空港を利用した旅行のノウハウが必要である。 

・複数の車イス利用者が観光をする際に利用できる車両が極めて少なかった。 

・こうした課題解決の方策の検討を通じて、移送サービス、観光ガイドヘルパー、福祉事
業者等との連携の足掛かりとなった。  



【観光施設等の「バリア&バリアフリー調査」】 

 

 

 

 

【セミナーの開催（平成26年度：3回）】 
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・車イス利用者から、寿司屋などの飲食店情報が必要との意
見が多く寄せられたことを受け、小松市、松任市、金沢市
の店舗（3店舗）で、入口の段差、トイレ、テーブル等の調
査を実施した。 

 

・寿司屋のチェーン店では、統一した店舗設計がされており、
障がい者にも利用しやすい店づくりで、お客様からの問い
合わせや相談に十分な応対ができることが確認された。 

 

・調査先の店舗からは、障がい者の不安な気持ちも理解でき、
今後の店員教育に生かすことができるとの報告もあり、調
査が施設側への啓発にもつながった。 

・県内の関係自治体及び観光事業者等との連携拡大および
受入体制の向上等の取組を継続するため、小松市、珠洲
市などで講演会やセミナーが開催された。 

・小松市で開催されたセミナーでは、「みんなにやさしい
小松のまちづくり」に向けた取組の中で、参加者がバリ
アフリーへの理解を深めることができた。 

・珠洲市では、自治体関係者や観光事業者等を対象にした
セミナーを開催した。 

・「障がい者・高齢者と楽しむ体験セミナー」では、旭川
市の「カムイ大雪バリアフリーツアーセンター」のメン
バー等による「チーム紅蓮」の活動紹介や、補助器具を
装備した車いすの試乗体験が行われ、参加者の関心を高
めることができた。 

【ホームページによる観光情報の発信と関連サイトとのリンク設定】 

 
・ホームページに、各エリアから収集した
情報や調査結果等に基づき、県内の宿泊
施設、観光施設、トイレ等のバリアフ
リー情報を新たに掲載し、ピクトグラム
を活用するなどデザイン面でも見やすく
リニューアルを行った。 

 

・金沢市観光協会、中能登町観光協会の
ホームページにもリンクされ、お客様か
らの問い合せが増加するという成果が得
られている。 

石川県 



 観光客対策への危機感を持つ市町村を中心に、ユニバーサルツーリズムへの期待は高く、
セミナー等の開催にも前向きですが、加賀、能登地域では、観光関連事業者等や住民の参
加が少なく、関心のない層へのアプローチが今後の課題です。 

 利用者の利便性を考慮し、相談窓口を主要な鉄道駅や空港等の交通拠点に設置するべく、
関係する行政機関等に働きかけていますが、バリアフリーツアーセンターの必要性等につ
いての理解が得られにくいのが現状です。 

 現在は、行政からの委託業務が増えつつありますが、一方では、行政だけに頼らない運営
費の確保も今後の課題であり、企業会員募集による継続的な会費収入の確保等を検討して
います。 

 平成26年度からの協議会継続により、県内の自治体でのバリアフリー観光への理解が進み、
個別自治体の予算でセミナーや調査等を実施することができました。 

 モニターツアーを通じて、各自治体、観光関連事業者等と連携し、具体的な協力体制を築
くことができました。 

 広域メンバーで協議会を作ったことで、移動中のトイレや休憩所の確保、二次交通情報の
提供などに幅広く対応することができ、それらに伴う課題への対応等も関係者間で共有し
ながら進めることができます。 

 「石川バリアフリーツアーセンター」が中心となることにより、県内自治体と民間事業者
等との広域連携体制の必要性が共有されました。 
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現在の状況や課題 

取組の成果や手応え・今後に向けて 

まとめ 

◇関係機関との連携やネットワークづくり 

・地域活性化に問題意識を持つ県内の各自治体や能登空港ターミナルビル株式会社等に働
きかけ、協議会を設置した上で、関係者間の理解や意識の共有を図っている。 

・「石川バリアフリーツアーセンター」の理事長は民間企業の代表でもあることから、営
業センスやネットワーク力も自ずから発揮され、幅広い関係者が取組に参画し始めてい
ます。 

 

◇組織としての情報発信力 

・県内での取組が話題になり、マスコミ等の注目を集めることで、結果的に広報にもつな
がり、また、観光や福祉など多様な民間事業者等からの問い合わせも増えるなど、「情
報発信力」が高まっています。 

 

◇事業継続に向けて 

・新たなマーケットを創出するユニバーサルツーリズムの可能性についての認識が関係者
間で深まると同時に、行政からの受託業務等も増え、実績を積むとともに「事業継続
性」が高まっています。 

・また、北陸新幹線開業により、首都圏等からのアクセスが向上したため、地域への注目
が集まるなかで、ユニバーサルツーリズムへの関心も高まりつつあります。 

 

石川県 



鹿児島県 
2-2-2 

取組のきっかけや経緯 

これまでの取組内容とポイント 

 
＜取組団体プロフィール＞ 
・団体名：NPO法人 チャレンジド就労支援ネットワーク「eワーカーズ鹿児島」 
・総職員数：4名（うち障がい者スタッフ2名） 
・活動地域：鹿児島県全域 
・事業目標：ITの普及及び利活用支援・ITを活用しての自立・就労支援を行うことにより、高齢者や 
        障がい者に関わらずあらゆる人が共に住み、共に仕事ができるような社会づくりに寄 
        与することを目的として活動している。 

 

【平成25年度】 STEP1～4： 取組の検討と組織の立ち上げ、取組の開始～一部継続・発展へ 

 平成25年度事業においては鹿児島の観光導線となり得る地域を中心に連携を図り、「バリ
ア&バリアフリー調査」を実施してきました。今後は、広域に及ぶ鹿児島の拠点としての役
割を果たすため、地域連携の拡大と強化を図り、鹿児島県全域でのバリアフリー観光への
取組の推進を目指します。 

 自立経営が今後の課題であり、旅館・ホテル等へのアドバイス料の獲得、おもてなし勉強
会の商品化、旅行会社との連携による手数料の獲得等の検討により、安定した運営費の獲
得を図ります。 

 立ち上げ当初は、バリアフリー観光についての知識が浅く、また、情報も不足していたた
め、観光客からの問い合わせに対して充分な回答ができないなど、観光ニーズへの対応に
苦労しました。 

 必要な情報収集のため、調査を実施しましたが、施設によってはバリアフリー推進への理
解をしてもらうことができず、調査協力を得られないケースもありました。 

組織立ち上げ時の苦労話 

過去のSTEPでの課題や展望 

「かごしまバリアフリー相談センター」は、障がい者の就労支援を主な業務として活動して
いるNPO法人チャレンジド就労支援ネットワーク「eワーカーズ鹿児島」が運営しています。
鹿児島県のNPO提案型共生協働モデル事業に採択されたことにより、「バリア&バリアフ
リー調査」や情報発信等のバリアフリー観光推進事業を開始したといった経緯があり、平成
25年度観光庁事業の選定地域になりました。 

「かごしまバリアフリー相談センター」は鹿児島空港がある霧島市にあり、活動2年目の今
年度は、他県にない温泉と離島の魅力を活かした、バリアフリー観光地化を推進することを
目指しています。 

鹿児島の魅力を活かした離島のバリアフリー観光地化を目指す 

～福祉系事業者による事業推進～ 
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 取組の開始 
・観光施設等の 
「バリア&バリアフ
リー調査」の実施 

 

STEP1 

取組の継続 
・モニターツアーの 

実施 
 

 取組の検討 
・セミナーの開催 

 

STEP2 STEP3 STEP4 

組織の立ち上げ 
・実地研修の実施 
・協議会の立ち上げ 

 

取組の発展 
・活動領域の拡大 
 

STEP5 

 平成25年度、26年度の2年間で、次のようなステップを踏んで取組を進めてきました。 

 ※平成25年度はSTEP1～4 平成26年度はSTEP5 

平成25年度観光庁「ユニバーサルツーリズムの普及・促進に関する調査」及び 
平成26年度観光庁「ユニバーサルツーリズム促進事業」における選定地域 



【協力依頼および事業報告会の実施】 

 平成25年度、「STEP1」から「STEP4」までの段階を経て、平成26年度は「STEP5」を
目指して種子島、屋久島、奄美大島の3島で、活動領域の拡大を図りました。 
 具体的には、各離島において「STEP1」から「STEP3」までの取組を進めることで、地域
内における関係者との連携拡大と共に活動領域が広がり、バリアフリー観光に対応できる地
域拡大が実現しました。 

【「おもてなし研修会」の開催】 
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【平成26年度】 STEP5： 取組の発展 

（１）活動領域の拡大（新たな地域におけるSTEP1〜3の取組） 

・奄美大島で「沖縄バリアフリーツアーセンター」親川
氏による「高齢者の離島観光の誘客について」の研修会
を開催し、離島の宿泊施設、観光施設、飲食店等の関係
者が参加した。 

・離島特有の問題を踏まえながら、離島における「アク
ティビティ&バリアフリー観光」の可能性について学習
できた。 

・たくさんのアクティビティの実践手法や人的対応での
誘客、サービス向上等への理解が促された。 

・世界遺産登録を目指している奄美群島としては、先進
地（沖縄）の事例から、具体的に取り組むべき点を考え
る良い機会になった。 

・サービス向上を図る方法として、多様なニーズに対応
した人的サポート等のソフト面の大切さが認識された。 

・県内離島の観光担当者や地元関係者に対し、本事業の説
明や協力体制の確保などについて、3回にわたって協力依
頼を行った。 

・本事業の理解や協力を仰ぐことで、新たな関係者との連
携を築くことができ、さらにバリアフリー相談センター
の活動内容の周知や理解にもつながった。 

・打ち合わせの段階から障がい当事者を交えて話すことや、
健常者・当事者両方の目線で進めることを心がけている。 

・離島では顔を合わせての協議が難しいため、現地調査の
際に、担当者同士が直接コミュニケーションをとるなど
の工夫がなされた。 

鹿児島県 



【ホームページおよび情報誌によるバリアフリー情報の発信】 
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・情報発信の媒体は、情報誌「鹿児島しま旅」
と「かごしまバリアフリー相談センターホー
ムページ」である。 

・情報誌はバリアフリー情報ばかりでなく、通
常の観光情報誌としても利用できるように意
識して作成した。 

・情報誌では、交通拠点からの観光施設までの
動線上に、トイレマークを配置することで、
移動中や目的地にトイレがない場合の立ち寄
りとして利用できるといった工夫がなされて
いる。 

 

 

・ホームページは写真のみを掲載し、詳しい情
報については、かごしまバリアフリー相談セ
ンターに相談するように誘導した。 

・電話での問い合わせに対して、調査済施設は
ホームページ掲載の写真を見ながら案内する
ことができ、言葉だけの案内よりも視覚的情
報が入るため、理解がしやすくなった。 

鹿児島県 

【観光施設等の「バリア&バリアフリー調査」】 

・種子島、屋久島、奄美大島の3島で、調査員延べ
111人により、観光施設、宿泊施設、交通機関など
45か所を調査した。 

・観光協会の協力を得たことで、事前に施設側への
協力依頼ができ、調査の趣旨を理解していただき、
スムーズな調査ができた。ホテルの調査において
は、ホテルのスタッフが熱心に質問する場面もあ
り、関心の高さがうかがえた。 

・昨年度の調査と合わせると、奄美大島30カ所、屋
久島16カ所、種子島21カ所の施設情報を収集する
ことができ、この3島についての相談には充分に対
応可能であるとの手応えを得た。 



 「かごしまバリアフリー相談センター」の設立から1年が経過したものの、県内への周知がま

だ行き届いていません。しかしながら、平成27年に鹿児島県で障がい者芸術・文化祭が開催さ

れ、センター活用の機会も増えることが期待されています。ホームページやSNSの活用、様々

なイベントへの積極的な参加等による周知活動が必要となります。 

 課題としては、離島として一番PRしたい夏場の時期の調査や、奄美群島の残る4島（喜界島、

沖永良部島、徳之島、与論島）の調査をどう進めるか、本事業で高められたモチベーションを

今後どう維持していくかといった点が挙げられます。 

 離島におけるバリアフリー観光の意識は決して高くなく、何か特別なことをしなければいけな

いとの思い込みもみられましたが、離島特有の「余所から来られた方を暖かく迎え入れる」と

いう気質もあり、島民にはおもてなしの心が備わっていることを認識しました。 

 今後は、各地域の観光協会との連携強化を図り、協会を窓口とした会員向け勉強会や施設単位

での研修会の実施のほか、センターへの誘導等の仕組みづくりの充実を図っていきます。 

現在の状況や課題 

【取組の成果や手応え・今後に向けた展望】 
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まとめ 

◇関係機関との連携やネットワークづくり 

・取組初期の段階で、行政関係者による県レベルの協議会が設置され、また地域ごとに小
規模の協議会を作ることで、地域間の「ネットワークづくり」と「連携体制」の構築が
図られています。 

 

◇組織としての情報発信力 

・情報誌やホームページなど複数の媒体を併用し、また、SNSを活用したタイムリーな情
報発信等も含めて、誰もが使いやすいように工夫された情報が提供されています。 

・常に障がい当事者の目線を大切にしており、五感のどこで楽しむことができるかを示す
アイコンの活用など、きめ細やかな工夫が見られます。 

 

◇事業継続に向けて 

・行政関係者を軸に、接点を持ちにくい観光協会との連携を図り、さらに観光協会を窓口
とした民間企業との連携や事業の受託等への展開を模索しています。 

・離島等の条件不利地域にユニバーサルツーリズムを導入することは、地方創生の観点か
らも望ましい取組であると言えます。 

鹿児島県 
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※本章では文章中バリアフリーツアーセンターを「BFTC」と略しています。 

先進的な事例の紹介 3. 



 人気の観光スポット、旭山動物園。し
かしここは坂道の多いことでも有名であ
るため、車いすでの園内周遊には抵抗が
ある方が多いかもしれません。そこで
「車いすde旭山動物園へ行こう♪」と、
坂道勾配や段差、トイレ等の場所、見学
しやすい車いすルートを紹介して、友人
や家族と一緒に楽しめるような園内バリ
アフリーマップを作成しています。 

カムイ大雪バリアフリーツアーセンター 

北海道 

概  要 

 高齢者や障がい者にとってマイナスイメージの 
強い雪。北海道でも厳寒の地として知られる旭川
で、地域の障がい者が前面に出て活動している相
談センターです。障がい者自立就労支援事業と組
み合わせ、障がい当事者がスタッフとして働く環
境がつくられています。 

 雪というマイナスイメージを覆し、雪は楽しいバリアフリー、ということを教えています。
旭川冬祭りでは車いすで大雪像に昇るための100ｍの雪のスロープを作りました。段差のある
ところも、雪で固めるとバリアのない平らな道ができ上がります。併せて、訪れる方が安心
して楽しめるよう、写真付きのバリアフリーマップでトイレ等の会場設備をわかりやすく提
供しています。 

先進的な取組とそのポイント 

当事者が前面にたつ活動、日常生活や遊びから生まれる観光情報 

バリアと思われていた雪を遊びの場に 

 北海道では人気の犬ぞり観光体験。通常はそりに立って、足でブレーキ操作を行います。
カムイ大雪BFTCは犬ぞり体験施設と協力し、車いすの人でも楽しめるよう、足ではなく手で
ブレーキをかけられるよう工夫をしました。さらに、重い障がいがある人が寝たままでも乗
れるようにそりを改良してもらいました。ハンドブレーキが使えない人の場合には、一緒に
サポートする人が乗ってブレーキ操作を行います。こうした工夫により犬ぞり体験はとても
好評となり、風を感じられる雪のアクティビティとして人気になりました。今では障がい者
に限らず、高齢者にも大変な人気の雪遊びになっています。 

人気になった犬ぞり体験 

坂があっても大丈夫 旭山動物園マップ 

写真：冬の旭山動物園 

写真：祭りへの参加 
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 冬のスポーツが盛んな旭川では、多くの
パラスポーツ選手も輩出されています。ア
イススレッジホッケー、障がい者クロスカ
ントリースキー、車いすカーリングなど多
くの選手が育っています。また、冬のス
ポーツだけでなく、陸上、車いすバスケッ
ト、車いすテニスや車いすラグビーなどの
大会や合宿も行われています。 

 平成27年2月には、アジアで初めてのIPC

障がい者クロスカントリースキーワールド
カップが旭川で開催されました。旭川では
このように国内外の競技大会だけでなく、
関連するスポーツ合宿、子どもから大人ま
でを対象とした体験会などの誘致にも取り
組んでいます。  

 その結果、トリノ冬季パラリンピックの
アイススレッジホッケー日本代表選手選考
合宿やアメリカ・カナダ・ノルウェーの世
界三強を招いての国際大会、アイススレッ
ジホッケーとクロスカントリースキーの
JPCジャパンパラ、車いすカーリングのア
ジア地区友好交流大会等の大きな大会の誘
致開催を実現させました。 

 そして、前述のIPC障がい者クロスカン
トリースキーワールドカップ旭川大会では、
海外選手の宿泊先手配や滞在時の観光サ
ポート、体験会や報告会、市民との交流会
企画など、観光やコンベンションのサポー
トを行いました。 

スポーツに関わる幅広い活動 

 国内外のパラスポーツ競技大会や合宿等の誘致を成功させるためには、競技大会の開催を
サポートする地域の様々な組織が必要になります。地域に根づく「カムイ大雪BFTC」のよう
な組織があるからこそ、関係団体を巻き込み、市民と選手の橋渡しをスムーズに行い、障が
い者の活動参加を後押しすることが可能になるのです。 

写真上：車いすテニス交流会 
 
写真下：雪中ソフトボール 

 お祭りやイベントにはなかなか参加しづらいと思う高齢者や障がい者は少なくありませ
ん。車いすで人混みに行くと、他人のお尻しか見えず、練り歩くおみこしなどは全く見え
ないということがよくありました。さらに、車いすで一緒におみこしを担ぐことなど、と
ても難しいことでした。そこでカムイ大雪BFTCが独自に工夫して作ったのが「誰でも担
げるUDみこし」です。このUDみこしは、障がいの有無にかかわらず誰でも一緒に参加で
きるように工夫して作られており、旭川で毎年8月に行われる「大雪さんろく祭り」、
「旭川夏まつり」で用いられています。 

みんなで担ぐUDみこし 
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 高齢者や障がいのある人にとって満足のいく旅を提供するためには、必ず障がい者の関わ
りが必要になります。福島BFTCでは、障がい当事者であるスタッフがセンター長として責
任を持ってお客様対応を担っています。カウンターで業務をするスタッフは「人の役に立て
て嬉しい。自分だからこそできる仕事！」とのやりがいと信念を持って仕事をしています。 

 「JR福島駅」新幹線改札前にある福島市観光案内
所の中に、ふくしまBFTCはあります。駅構内にあり、
市の観光案内所と一体化した利便性の良い立地は利
用客へ安心感を与えます。 

 このBFTCは観光圏整備事業の一環として、“ふくしま観光圏”の中で生まれました。ふく
しま観光圏は「やさしさと自然の温もり」がテーマで、観光のバリアフリー化もその柱の一
つです。観光ルートのバリアフリー化、障がい当事者参加のイベントなどによって、観光地
を楽しんでもらうルート開発などを積極的に行っています。たとえばウメ、サクラ、ハナモ
モなど数多くの花々が一斉に咲き誇り「桃源郷」とも言われる福島市の花見山公園では、遊
歩道の一部を車いすでも散策できる「ゆずりあいコース」を設け、介助ボランティアが同伴
して同コースを回る「お散歩ツアー」を開催しています。 

ふくしまバリアフリーツアーセンター 

福島県 

概  要 

先進的な取組とそのポイント 

市の観光協会、各温泉観光協会との連携  
観光案内所に窓口設置  

観光圏から生まれたやさしい観光地コンセプト 

当事者目線の実践  

被災地の経験を生かす  

避難所の「バリア＆バリアフリー調査」 

 東日本大震災では福島も大きな被害を受けました。この経験から、住民だけでなく観光客
の安心や安全に対応できるように活動をしています。例えば、避難所のバリア&バリアリー調
査を行い、観光客が事前に確認できるようにしました。 

 一時的に滞在している観光客に対して緊急時にどのように支援をするかも大きな課題です。
その一つとして「ふくしま安心なび」というシステムを開発、PCやスマートフォンから利用で
きるようになっています。一番近い避難所はどこか、バリアフリーの状況はどうなっているか
を事前に確認できるようになっています。 

障がいのある観光客への支援体制 
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 伊勢志摩BFTCは2年の準備期間を経て平成15年からNPO法人として活動を開始、BFTC事
務所にスタッフが常駐し、様々な支援を行っています。当時このような相談センターは日本
にはなく、パイオニアとして現在に至っています。その後、日本各地に作られたBFTCも、
このセンターを手本にしています。今では伊勢志摩はバリアフリー化の進んだ観光地として
も有名になりました。 

 鳥羽駅に隣接する商業施設の1階にカ
ウンターを設置し、スタッフが利用客
の対応をしています。伊勢志摩BFTCが
活動を始めるようになってから、鳥羽
駅をはじめ近隣施設はバリアフリー化
されていきました。 

伊勢志摩バリアフリーツアーセンター 

三重県 

概  要 

先進的な取組とそのポイント 

日本初の職員常駐型観光バリアフリー相談センター  
パイオニアとして他地域を先導  

日本初の相談センター 

第１回国土交通省バリアフリー化推進功労者大臣表彰を受賞 

 「バリアフリー新法」施行以降、国土交通省はバリアフリー化推進に貢献した団体や個人
を表彰し、国民のバリアフリー化意識の醸成を図っています。伊勢志摩BFTCはこの第1回大
臣表彰を受賞し、「開設以来しっかりとした組織体制のもと着実に取り組まれ、障がい者、
高齢者等の誘致を劇的に伸ばすとともに、観光・交通・福祉・教育などの各分野に横断的に
発展、また、積極的な情報発信などにより他地域にまで影響を与えていることを高く評価し、
表彰する」とされています。 

 事務所の拠点は鳥羽市ですが、活動対象は鳥羽市・伊勢市・志摩市の広域に及びます。こ
の3市の行政との連携・協働がこの活動を可能にしています。観光客は伊勢神宮（伊勢市）で
お参りした後、鳥羽市や志摩市で観光、宿泊というコースルートを辿る人も多いのが実態で
す。1市の行政との連携だけでは、広域的に移動する観光客にとって不都合を招くこともあり
ますが、伊勢志摩BFTCが3市をカバーすることで、伊勢志摩という観光地を一体的に移動、
観光できる体制を作っています。 

行政との連携  

3市をまたぐ広域連携 
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 伊勢志摩BFTCは、地元の宿泊施設など観光事業者と密接
な協力関係を築いています。障がい者であることを伝えると
宿泊拒否にあうケースはこれまで多くの観光地で起こってき
ました。また、障がいのあるお客様からの苦情によって施設
側が萎縮してしまい、受入れに消極的になるケースも多々あ
ります。伊勢志摩BFTCが活動を始めてから、この地域では
自然に障がいのある人や高齢者を受け入れる雰囲気が高まり
ました。BFTCがお客様からの要望を旅館に丁寧に伝えアド
バイスをすることで、現在、障がいのあるお客様からの苦情
はほとんどありません。お客様の気持ちや要望に寄り添い、
施設にはお客様に代わり必要なことは伝え、心配な点やわか
らないことにはアドバイスをする、このようにお客様と事業
者双方のパートナーとなっていることが成功のポイントです。 

活動が三重県全体に拡大。三重県知事によるバリアフリー観光推進宣言へ発展 

 当初、伊勢志摩地域で始まったこの活動は、多くの実績が市や県にも評価され、現在は三重
県との協働にも拡大、県全域に広がりつつあります。現在は伊勢志摩地域以外の三重県内各地
での調査事業や相談システムづくりが進んでいます。 

 平成25年には三重県知事による「日本一のバリアフリー観光県推進宣言」が行われ、観光地
のバリアフリー化、相談センターシステムが観光促進に重要であることが表明されました。 

 平成26年には三重県下の観光施設・スポットを「パーソナルバリアフリー基準（39ページ参
照）」にもとづき取材した冊子『三重県バリアフリー観光ガイドブック』（通称：みえバリ）
が編集され、三重県より発行されました。 

 
伊勢市・バリアフリー観光向上事業 

 伊勢神宮のある伊勢市には高齢者の方も多く訪れます。平成25年の式年遷宮を前に、平成
23、24年度に伊勢市では市内宿泊施設を対象にした「バリアフリー観光向上事業」を行いま
した。この事業はバリアフリー化したい宿泊施設への改修費補助を行うものですが、注目す
べき点は、伊勢志摩BFTCによるヒアリングとバリアフリーアドバイスを受けることが条件
となっていること、改修の基準や評価に行政の条例などに基づくものではなく「パーソナル
バリアフリー基準」が採用されている点です。まさに伊勢志摩BFTCのこれまでの実績が行
政との連携で実を結んだバリアフリー観光地づくりの形です。また、この事業では改修だけ
で終わらず、その後、伊勢志摩BFTCによるPRが行われたこともポイントです。ただ改修し
ただけでは集客に繋がりません。観光地の情報として積極的にPRしていくことが重要です。 

  

観光事業者との連携で利用者のよき味方へ  
集客アップに貢献  

苦情が減る 

写真：ホテルの「バリア＆バリアフリー調査」 
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 「一生に一度はお伊勢参り」と、これまで多くの日本人に親しまれてきた伊勢神宮ですが、
玉砂利や石段など神社にバリアはつきものです。伊勢志摩BFTCではバリアを乗り越えるた
めに人的支援を考え、参拝客を介助するサポートボランティアを手配するなどの活動も進め
ています。バリアフリーの視点から参拝ルートを設定し、境内のバリアフリー情報の発信も
行っています。 

  

 伊勢神宮のサポートボランティア手配では、活動の過程で多くの市民がボランティアとし
て参加するようになりました。現在では市民有志による新たなボランティア集団が生まれ、
「車いすde参拝プロジェクト」としてイベント運営を行っています。このように市民主導の
組織をつくっていくことも重要な活動であり、市民に認められた団体として、地域に根づい
ていることがわかります。また志摩市が行う市民マラソン「志摩ロードパーティ」ではバリ
アフリールートをつくり、多くの障がい者の参加を可能にしました。ここでも参加者だけで
なくボランティアとして関わる人も多くいます。 

市民を巻き込んだ活動  

伊勢神宮の参拝サポート 

イベント運営、アクティビティ参加 

 伊勢市のバリアフリー観光向上事業により、バリアフリー化の重要性に気がついて施設の
大幅な改修を行った旅館もあります。その中のひとつは、改修後、常に満室状態になるほど
の人気で集客が大幅にアップしました。 

バリアフリー改修で集客大幅アップの旅館 

写真：志摩ロードパーティ 
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 松江／山陰BFTCには視覚障がい者のスタッフも多く、移動支援プログラムも充実してい
ます。例えば微弱電波を利用し、市販のラジオでも利用可能な音声案内「てくてくラジオ」、
視覚障がい者向けの支援機器の販売促進など、日常生活で視覚障がい者の外出や移動をサ
ポートする活動を行っています。また島根県の観光情報を音声によって提供するサービスも
行っています。 

 また、松江／山陰BFTCでは、デイジー（Digital Accessible Information System）による
観光情報提供も行っています。デイジーとは、日本では「アクセシブルな情報システム」と
訳されている、デジタル録音図書の国際標準規格です。視覚障がい者や識字障がい者（文字
を読むことが困難な方）のために開発されました。専用の機械やパソコンにソフトウェアを
インストールすることで、規格に即した音声情報を再生することができます。一般的にデイ
ジー化された観光情報はまだ少ないため、観光情報のデイジー化に力を入れています。 

松江／山陰バリアフリーツアーセンター 

島根県 

概  要 

 松江／山陰BFTCを運営するNPO法人プロジェクトゆうあい
は、特に視覚障がい者支援に熱心に取り組んできました。現在
は鳥取県の「トラベルフレンズ・とっとり」と協力して松江／
山陰BFTCを運営、山陰地域の観光バリアフリー情報の提供を
行っています。 

先進的な取組とそのポイント 

視覚障がい者の移動支援の充実  

情報通信技術（ I C T ）の利活用  

 ウェブ上で提供する「てくてくウェブ松
江」では、松江市内の移動に関するさまざま
な情報を見ることが出来ます。例えば車いす
で歩くルートを検索でき、安全上要注意の道、
押しボタン信号の位置、視覚障がい者の歩行
のための音声情報、バスマップなどを確認す
ることができます。また、市内の観光ルート
の説明もあり、市内に住む人だけでなく観光
客にも安心して歩ける松江市内の情報提供を
行っています。スマートフォン向けアプリと
して開発された「てくてくナビ」は、視覚障
がい者がアプリを利用しながら目的地まで歩
けるように開発された独自のシステムです。 

 

ウェブやスマートフォンを利用した移動支援 

音声案内による観光情報 

写真：「てくてくナビ」を活用して歩行する視覚障がい者 

写真：ホームページ上でのまち案内 
    「てくてくウェブ松江」 
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 佐賀嬉野BFTCの事務所は、嬉野温泉旅館組合、嬉野温泉観光協会と同じ建物にあり、観光
案内所と同じ場所でバリアフリー観光の相談業務を行っています。この場所はバスセンターで
もあり嬉野観光の玄関口となっています。また、佐賀嬉野BFTCが作成した観光情報アプリ
「美肌の湯、嬉野」では嬉野温泉の観光情報、バリアフリー情報等が一元的に提供されていま
す。 

 宿泊先で入浴時に介助を希望する人が近年増えています。
一般的に温泉好きの日本人の中でも特に高齢者は温泉好き
ですが、体に障がいを持つようになってから、しばらく温
泉を訪れていないという人も多くいます。このような高齢
者や障がい者に対応するために、佐賀嬉野BFTCでは入浴
介助システムを作りました。もともと地元旅館のバリアフ
リー情報に精通している佐賀嬉野BFTCが、お客様の要望
に沿って旅館を紹介し、福祉事務所からのヘルパー派遣を
仲介するシステムです。 

 BFTCが中心になって宿泊施設や福祉事務所など、地域
の関連団体のネットワーク形成が図られていることが注目
すべきポイントです。 

 嬉野温泉では高齢者や障がい者の宿泊客に対応するため、10施設以上の旅館の設備改修を
はじめ、まちなかの整備を進めてきました。観光地でのバリアフリー改修では、ハード整備
に終始してしまうことも多々ありますが、不可欠なのはこれらのハード整備の上にどのよう
なソフトの要素を乗せていくかということです。佐賀BFTCの活動は、様々なソフトの整備が
集客と観光客の満足に結びつくことを実証している例といえます。 

佐賀嬉野バリアフリーツアーセンター 

佐賀県 

概  要 

 九州の名湯嬉野温泉の集客増を目指し、地元旅館の経営者が

イニシアティブをとって始めた佐賀嬉野BFTCは、現在では温

泉観光地におけるバリアフリー化のモデルとして高い評価を受

けています。温泉地に根づいた相談センターとしての活動が評

価され、平成27年には第8回国土交通省バリアフリー化推進功

労者大臣表彰を受賞しています。 

先進的な取組とそのポイント 

一体的な温泉観光地の案内  

温泉地のバリアフリー化モデル＝佐賀嬉野モデルを構築  

温泉地のハード設備とソフト整備 

入浴介助システムの構築 

写真：入浴介助案内ポスター 

写真：観光アプリ 「美肌の湯、嬉野」 
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 佐賀嬉野BFTCでは、「湯らっくすコンサート」、「ニューミックステニス大会」などイベ
ント開催にも熱心に取り組んでいます。「湯らっくすコンサート」は、障がいのあるミュー
ジシャン、プロ・アマチュア、様々なジャンルを超えた人が集まるコンサートです。
「ニューミックステニス」は健常者のテニスプレーヤーと車いすテニスプレーヤーがダブル
スを組んで試合を行うものです。音楽やスポーツには共有することで心のバリアを超える力
があります。単に高齢者や障がい者に何かをしてあげる、という姿勢ではなく、共に生きる
ことが大切であるという想いが、これらの活動の原点です。 

 佐賀嬉野BFTCの取組にはその他にも、点字による旅館案内図の作成があります。固定設置
されたパネル式ではなく、持ち運びができる冊子型になっているため、宿泊客に滞在中にお渡
ししておくことができます。館内の主要施設だけでなく、緊急時や避難時にお客様が自身でも
判断できるように避難経路もすべて記載されています。佐賀嬉野BFTCで作成された館内点字
マップは、10館以上で活用されています。 

 その他、車いすでも簡単に着られる「UD浴衣」は、その着やすさから車いすの女性にも人
気です。 

 この取組は、平成25年度第8回佐賀県ユニ
バーサルデザイン（UD）大賞の大賞（知事
賞）を受賞しました。長年入浴できなかった
高齢のお客様が感激のあまり涙を流して喜び、
介助していたヘルパーや旅館の女将ももらい
泣きしてしまった、という逸話もあります。
佐賀嬉野温泉ではこの入浴介助サービスによ
り、これまでより長期に滞在するお客様、温
泉入浴を目的にリピーターになる方も増えて
います。 

安全で楽しい滞在を目指して 

障がい者とともに、みんなが楽しむイベント  

写真：車いすでも簡単に着られる「UD浴衣」 
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佐賀嬉野BFTCではこのような館内点字マップを10館
以上で活用されています。 

単に高齢者や障がい者に何かをしてあげる、という姿
勢ではなく、共に生きることが大切であるという想い
を伝えることが、これらの活動の原点です。 



 日本でも有数の観光地沖縄。観光客はほぼ那覇空港に降り立ちます。ここに相談窓口を設
置した、日本で唯一空港内にあるバリアフリー観光案内所です。空港に着いたところで案内
を受けられ、相談や必要な予約が可能になることで観光客が安心して旅行できるサポート体
制が構築されています。 

沖縄バリアフリーツアーセンター 

沖縄県 

（那覇空港しょうがい者・こうれい者観光案内所/国際通りしょうがい者・こうれい者観光案内所） 

 那覇空港、市内国際通りの2カ所で相談セン

ターを運営しており、観光客の多い沖縄県に訪

れる高齢者や障がい者の対応など、様々なサー

ビスを提供しています。また、沖縄県や那覇市

などと協働し、観光地沖縄の観光バリアフリー

先進的拠点として活動を行っています。平成27

年には沖縄BFTCの運営組織であるNPO法人バ

リアフリーネットワーク会議が、第8回国土交

通省バリアフリー化推進功労者大臣表彰を受賞

しています。 

概  要 

先進的な取組とそのポイント 

日本で唯一の空港案内カウンター  

日本で唯一の空港案内カウンター 

 案内カウンターでは、車いす、ベビーカーの貸出しも行っています。利用数も多いことか
ら、貸出しだけで収益事業として定着しています。また、入浴時に利用するシャワーキャ
リー、チェアボート（水陸両用車いす）、宿泊時の入浴介助のヘルパーやケアサポーターの
手配予約なども可能です。滞在中に必要なことについて相談したり実際にサービスの予約が
出来るので、障がいを持つ観光客や乳幼児連れの観光客には大変利便性の高いものになって
います。 

 観光客が多く訪れる市内国際通りにも、平成26年に新たにセンターを開設しました。ここ
では空港カウンターとは異なったサービスを展開しています。具体的には、幼児・児童一時
保育（短時間預かり）や荷物預かりのサービスを行っています。幼児・児童一時保育は、観
光客だけでなく地元の人にも対応しています。空港と市内で、立地にふさわしい案内を行っ
ている点が利用者を増やすポイントとなっています。 

空港カウンターを生かした幅広い対応 

市内案内所の存在も  

写真：空港内カウンター 
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ここにバリアフリー観光相談センター
のカウンターを設置しました。日本で
唯一空港内にあるバリアフリー観光案
内所です。 



 沖縄といえば海。沖縄BFTCでは障がいがあっ
ても海を楽しみたい人のための支援プログラムを
実施しています。例えば「海のバリアフリー講習
会」を、夏の期間、不定期に行っています。ここ
では、障がい者が海を楽しむ方法を教え、体験メ
ニューを提供しています。また障がい者介助の方
法も教えています。 

 このプログラムでは、障がい児への対応に取り
組んだ結果、修学旅行での利用が増えました。 

 活動や蓄積したノウハウを編集・出版という形にしている
点もこの団体の特徴です。例えば、障がい者の方がホテルな
どの観光施設で災害にあった際の避難方法をまとめた「逃げ
るバリアフリーマニュアル」、沖縄県内のバリアフリーに対
応した観光施設の紹介をする「そらくる沖縄」、飲み込みが
大変な人や介護食を必要とする人への「うちな－介護食基礎
マニュアル」などがあります。介護食基礎マニュアルは、介
護食が必要な人にどのような地域の食事を召し上がって頂く
かという視点が含まれた冊子です。また、スポーツ施設や競
技場のバリアフリー情報をまとめた「沖縄県スポーツ施設バ
リアフリー情報」もあります。大きな競技場だけでなく地元
の運動公園や付随施設の案内も含まれ、地元の人にも利用し
やすいものになっています。 

 

盛んなアクティビティ開発、スポーツ支援  

海のアクティビティ 

スポーツ支援 

 スポーツ施設、競技場のバリアフリー情報を調査し、フィードバックをしています。沖縄は
スポーツ合宿も多く、競技観戦者も多くいます。このような地域のバリアフリー情報は、障が
い者スポーツや日常的にスポーツを楽しんだりする人のためには重要です。  

幅広い障がい者支援、支援メニューやノウハウの蓄積  

 相談センターを運営する団体は、もともと障がい児のデイサービス事業や保育事業も行っ
ており、多様な福祉的支援の経験も持ち得ています。また、難病患者支援など県内在住者の
支援事業も行い、幅広い支援活動で得られたノウハウが観光客のサポートやサービスにも生
かされています。 一方、そうしたノウハウの蓄積は観光客だけでなく県内の障がい者支援に
有益なサービスの提供につながっています。例えば、車いすのまま乗り降りできるノンス
テップバス「OKINAWAそらポート号」を所有し、イベントや交流会、合宿のための移動に
障がい者の方が利用できるように運営されています。 

編集・出版  

写真上：「逃げるバリアフリーマニュアル」など 
写真下：年一回発行されるフリーペーパーBF観光情報誌「そらくる沖縄」 

写真：サポートによるダイビング 
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 相談センターを運営する団体は、元来障がい児の
デイサービス事業や保育事業を行っています。また
多様な福祉的支援の経験も持ち得ています。そうし
たノウハウの蓄積は観光客だけでなく県内の障がい
者支援に有益なサービスの提供につながっています。
例えば、車いすのまま乗り降りできるノンステップ
バス「OKINAWAそらポート号」を所有し、イベン
トや交流会、合宿のための移動に障がい者の方が利
活用できるような取組も行われています。その他、
難病患者支援など県内在住者の支援事業も行い、幅
広い支援活動で得られたノウハウが観光客のサポー
トやサービスにも生かされています。  



パーソナルバリアフリー基準 

 この事例集で紹介されているバリアフリーツアーセンターには共通した考え方とサービス
があります。それが、日本バリアフリー観光推進機構が提唱しているパーソナルバリアフ
リー基準と、それに則したサービスです。 

パーソナルバリアフリー基準とは 

 パーソナルバリアフリー基準とは、身体に障がいのある人や、高齢によって身体が不自由
になった人をはじめとする、様々な方に旅行を楽しんでいただけるように考え出された基準
です。障がいの状況は人によって様々であることを前提として、旅行者それぞれを基準とし
て安心な旅行を提供するために、バリアフリーな施設や場所を紹介するだけでなく、どのよ
うなバリアがあるのかを詳しく調査し、その情報を提供するとともに、それぞれの方がその
バリアをどのように乗り越えるのかを一緒に考えます。パーソナルバリアフリー基準は下記
の3つの基本に基づいています。 

（１）障がい者視点の調査により、観光施設などのバリアを明らかにする 

 パーソナルバリアフリー基準によるバリア＆バリアフリー調査は、地元の障がい者やその
介助者等が行っているので、障がい当事者の視点で詳しく調査することができます。 

（２）常設の相談センターにおいて、利用者からの相談を受ける 

 パーソナルバリアフリー基準を導入しているバリアフリーツアーセンターでは、ホーム
ページ等で情報を提供するだけでなく、利用者一人一人の相談に応じ、それぞれの状況に
沿った提案を行っています。 

（３）「旅のカルテ」システムによって、利用者に満足な旅を提案する 

 「旅のカルテ」システムは、障がいのタイプや程度、あるいは利用者の要望等を聞き取り、
管理するシステムです。一度登録していただくと、その後このシステムを導入している別の
観光地に出かける場合にも利用していただくことができます。 

参 考 
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ユニバーサルツーリズムに対応した観光地づくり 
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